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2020010
国民保護法における水
防団の活用範囲の拡
大

国民保護法第62
条、
第70条

武力攻撃事態等における避難住民
等の避難誘導については、市町村
の職員のほか、避難住民等の誘導
の協力者も避難住民等の誘導に
参加することが可能。

Ｄ －

国民保護法第70条は、避難住
民等の誘導を行う際に、水防
団員も含めた様々な国民の方
に避難住民等の誘導への協力
要請を行うことができる旨を定
めている。当該規定を活用す
ることにより、水防団員の方々
も避難住民等の誘導業務に参
加することが可能と考えてい
る。

　提案者の趣旨は、国民保
護法第６２条の実施者に位
置づけることを求めるもの
であり、その観点から再度
検討し、回答されたい。

国民保護法70条の規定に
より水防団も62条の避難誘
導等に携わることが可能と
のことであるが、本規定は
62条の実施者への「協力」
の規定であり、提案主旨は
「実施者」として水防団を位
置づける事である。当市で
は地域の防災組織として
消防団と専任水防団を有し
ており、水防団は消防団と
同様に地域活動等も実施
している。よって、水防団員
を実施者として活用せず
に、消防団員を新たに確保
するということは、地域の
理解が得られず非常に困
難である。また、避難誘導
等を実施するには、普段か
ら同法に関する啓発や訓
練等を消防団と同様に水
防団も実施すべきと考えて
おり、水防団として訓練実
施を可能とするためにも当
市提案を認められたい。

Ｄ －

水害に対応する
ことを任務とす
る水防団が、武
力攻撃災害も含
めた災害一般に
対応することを
任務とした消防
機関と同じ事務
を処理すること
が可能と想定す
ることは、法的
にも実務的にも
困難と考えられ
ることから、水防
団による武力攻
撃災害時等の
避難誘導への
参加のあり方
が、消防機関と
異なることは合
理的な差異であ
ると考えている。

　「法的にも実務的にも困
難と考えられる」とは、どう
いう意味か。仮に、国民保
護法第６２条に位置づける
場合には、一定の能力・装
備が必要であるという意味
であるならば、どのような能
力・装備を備える必要があ
るのか明示されたい。
　右提案者意見を踏まえ再
度検討し、回答されたい。

災害一般に対応することを任務とした消防
機関と、水害対応を任務とする水防団と、
同じ事務を処理することは実務的にも法
的にも困難とのことだが、避難誘導等業務
の実施者には消防団のみならず市職員も
含まれており、水防団による実施も実務上
困難ではなく適切に行えると考える。
法的なご指摘については、そもそも特区制
度が「地域の特性に応じた規制の特例を
認める」ものであり、本提案も、現行の水
防法では業務が制限され実施できない業
務について、当市の特性から特区として実
施を希望するものである。よって是非とも
本提案を認められたい。
なお、水防団が実施主体として同業務を
行うことで、何らかの弊害が生じるのかご
教示頂きたい。

C －

市職員は、従来から、災害
一般に関する事務を行うこ
とが可能であり、水防事務
に特化した組織である水防
団員とは異なる存在であ
る。
ところで、全国的には、水防
団員は消防団員を兼ねてい
る事例が多いようであり、水
防団員を消防団員と兼務さ
せることなど、現行制度の
運用により、避難誘導体制
の充実という目的を果たす
ことも可能であると認識して
いる。
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国民保護法で市町村の責務とされてい
る「避難住民の誘導等」について、水防
団による実施を可能とする。

　国民保護法第62条においては、武力攻撃事態等
の際に市町村の責務とされている「避難住民の誘導
等」について、それを実施する者として、当該市の職
員及び消防関係者と規定されている。
　これについて市職員と消防関係者のみならず、水
防団も実施可能とすることにより、避難住民の誘導
等に関する体制強化を図る。
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